
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－033） 

 

１ 再生可能エネルギーのパイオニアである Alternergy 社は、パラオで 2023

年 4 月までに商業運転を開始予定の太陽光発電・電池貯蔵プロジェクトが完了

間近であると発表した。同社によると、パラオ政府と豪州政府のチームが 12月

15日にプロジェクトの進捗状況を確認した。 

原文 

（20th December 2022, Islands Business） 

 

２ パラオ国立海洋保護区（PNMS）の禁漁区域を商業漁業に開放する提案に関

する国内の各主張 

原文 

（27th December 2022, Island Times） 

 

３ Transparency International によるマーシャル諸島（RMI）及び他の太平

洋島嶼国 6 カ国に関する汚職についての最新の報告書によると、2021 年に調査

を受けた RMIの回答者の 2/3が「この 12カ月で汚職が増加したと思う」と回答

したほか、半数以上が「国会議員が汚職に関与していると思う」とし、地方政

府の汚職についても懸念している。さらに、汚職に関与した人々が適切に制裁

されていると考えている人はほとんどいなかった、としている。 

原文 

（23rd December 2022, The Marshall Islands Journal） 

 

４ フィジー、パラオ、バヌアツの空港及び海港の国境管理当局者による会議

がフィジーで開催された。統合的な国境管理に焦点を当てたこのプロジェクト

は、日本政府の支援のもと、3 国の各機関について、旅行者及び貨物の効果

的・効率的な移動のための能力・システムの強化、データ及び知識の連携や各

機関・地域間協力を強化することを目的としており、国連開発計画（UNDP）が

主要パートナーである国際移住機関（IOM）及び国連貿易開発会議（UNCTAD）

とともに実施されている。（※SRO News21-023参照） 

原文 

（20th December 2022, Island Times） 

 

５ 豪州の国防アドバイザー（Defense Adviser）からソロモン諸島警察長官に、

船体 10 艇及び船外機 10 基が引き渡された。これは、ソロモン諸島警察を継続

して支援している豪州国防協力プログラムの一環で、今年（2022 年）初めにも

同プログラムを通じて 50基の船外機とアルミ製船体 2艇が供与された。2022年

https://islandsbusiness.com/news-break/alternergy-says-palau-battery-project-nearly-complete/
https://islandtimes.org/palaus-famed-marine-sanctuary-is-intact-for-now/
https://islandtimes.org/regional-integrated-border-management-meeting-opens-in-nadi-fiji/


は、同プログラムとソロモン諸島警察海上部門にとって重要な年であり、同部

門職員の半数以上が豪州で訓練を受けたほか、豪州国防軍職員がソロモン諸島

で複数の小型ボート操船コースを提供した。 

原文 

（20th December 2022, Solomon Islands Broadcasting Corporation） 

 

６ 2022 年 1 月にトンガで発生した自然災害（※トンガ噴火津波災害）を受け

て、日本（政府）からトンガ漁業省に、ダイビング・コンピュータ、水中カメ

ラ、数取り器などの水産関連機器が引き渡された。（※SRO News22-010参照） 

原文 

（20th December 2022, Matangi Tonga） 

※参考：在トンガ日本国大使館（リンク参照） 

 

７ 米国国務省は、ソロモン諸島で 2023年 1月 1日から開始される包括的な不

発弾（除去）プロジェクトのため、HALO Trust（※戦争によって残された残骸、

特に地雷除去の活動をする米国の NPO）に 100 万米ドルを提供した。このプロ

ジェクトは、米国・太平洋島嶼国サミットにおいてバイデン大統領が発表した

ものの一部。米国は 2011年以降ソロモン諸島に 680万米ドル以上を提供し、ソ

ロモン諸島警察による爆発性戦争残存物の特定・処分といった国家能力の確立

を行っている。 

原文 

（23rd December 2022, PACNEWS） 

 

８ IMO の第 79 回海洋環境保護委員会（MEPC）で、マーシャル諸島（RMI）と

ソロモン諸島が主導して提案していた温室効果ガス排出対策が支持を得ている。

おそらく来年になるとみられるが、（次回 MEPCで）採択されれば、全世界で船

舶は燃料 1 トン毎に IMO の基金への拠出金（課徴金）を支払う必要があり、そ

の額は年間 800 億米ドル、20 年間で総額 2 兆米ドルになる可能性がある。RMI

の IMO常駐代表は、この提案の成功は特に Six Pactとして知られる RMI、ソロ

モン諸島、トンガ、キリバス、ツバル及びバヌアツによるチームの努力による

ものだと述べた。次回 MEPC は 2023 年 7 月に開催される。（※SRO News21-014

参照） 

原文 

（20th December 2022, Islands Business） 
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